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第３０３回入札監理小委員会 

議事次第 

 

 

                          日  時：平成26年１月31日（金）14:45～17:06 

                          場  所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

 

 

１．実施要項（案）の審議 

  〇電子政府利用支援センターの運用等の請負（総務省） 

  〇JF-NET運用管理支援等業務（（独）国際交流基金） 

  〇業務システムにかかるサーバ機器等賃貸借・保守および運用支援業務（（独）国立科学博物

館） 

  〇政府米の販売等業務（農林水産省） 

 

２．その他 

 

＜出席者＞ 

（委 員） 

  石堂主査、井熊副主査、関根専門委員、宮崎専門委員 

  大山専門委員、小尾専門委員 

 

（総務省） 

  行政管理局情報システム管理室 齋藤室長、早坂課長補佐、當山係長 

 

（独立行政法人国際交流基金） 

  総務部総務課システム管理室 高須課長兼室長、中道課長代理 

  経理部会計課 正野課長 

 

（独立行政法人国立博物館） 

  広報・常設展示課 池本課長、菅主任 

  計画・評価室 濱田室長 

 

（農林水産省） 

  生産局農産部貿易業務課 折原課長、齊藤調整官、佐久間課長補佐、田口専門官、棯指導官 
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（事務局） 

  後藤参事官、金子参事官 
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〇石堂主査 それでは、ただいまから第303回入札監理小委員会を開催いたします。 

 本日は、総務省の「電子政府利用支援センターの運用等の請負」の実施要項（案）、独

立行政法人国際交流基金の「JF-NET運用管理支援等業務」の実施要項（案）、独立行政法

人国立博物館の「業務システムにかかるサーバ機器等賃貸借・保守および運用支援業務」

の実施要項（案）、農林水産省の「政府米の販売等業務」の実施要項（案）について審議

いたします。 

 最初に、総務省の「電子政府利用支援センターの運用等の請負」の実施要項（案）につ

いての審議を始めたいと思います。 

 実施要項（案）について、総務省行政管理局齋藤室長より御説明をお願いしたいと思い

ます。なお、説明は15分程度でお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

〇齋藤室長 こんにちは。総務省行政管理局の齋藤と申します。よろしくお願いします。 

 では、早速「電子政府利用支援センターの運用等民間競争入札実施要項（案）」の説明

をさせていただきます。 

 要項（案）右下の通しのページの４ページを御覧ください。 

 電子政府利用支援センターは、「支援センター」と略称させていただきますけれども、

これは一般に公開しています電子政府の総合窓口、これは通称ｅ－Govと申しますが、その

利用方法に関して、国民等利用者からの電話、電子メール、FAXなどでの問い合わせに対応

するためのヘルプデスク（コールセンター）を18年度から運用しております。今回の調達

は、今年の10月に契約の更改を予定しているこの支援センターの運用の請負業務に関する

ものでございます。今回の調達に当たっては、これまで１者入札だったものですから、そ

うならないよう、コールセンター専業事業者等の参入を積極的に促すという趣旨で、契約

の内容を見直しました。 

 具体的に申し上げますと、これまでの契約では、例えば電話等のオペレーターが対応す

るコールセンター業務、これだけではなく、システムとして、ヘルプデスクシステム、こ

ういう支援のシステムがあるわけですけれども、こういったシステムのハードウェア（機

器）、ソフトウェアの提供・保守、それから、システムの運用、こういったことも一括し

て一式で調達をしてきたという経緯がありまして、今回、これを切り離しまして、ｅ－Gov

本体、それと、ヘルプデスクシステム、機器運用、こういったものを政府共通プラットフ

ォームという政府共通の情報基盤に移すことで、今回の調達に関しては、コールセンター

業務を中心として調達をかけるというふうに変更させていただきました。これが、今回大

幅な変更を行ったポイントです。 

 ということで、支援センターの業務がｅ－Govに関する利用者からのお問い合わせに対応

することになるわけですけれども、ここで、ｅ－Govの概要を簡単に御説明させていただき

ます。 

 本当は、画面をお見せするといいのですけれども、ないので、ちょっとパネルをお持ち

しました。 
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 これがｅ－Govのトップページです。これはいろいろイベントで使うときに、ｅ－Govの

紹介をするときに使っているものですけれども、簡単に言いますと、ｅ－Govというのは、

総務省の行政管理局が各府省と協力して整備・運用しているWEBサイト、ホームページです。

ｅ－Govは、通称行政のポータルサイトとも称していまして、国の行政機関がインターネッ

トを通じていろいろな情報を発信しているわけです。それを一元的にここで提供させてい

ただいているという役割を持っています。 

 それから、主なサービス内容としては、電子申請、それから、各府省のホームページの

検索、それから、行政手続の案内、パブコメ、あるいは、人気のあるサイトとしては、法

令検索ですね。有料ではなく無料で、日本の法令8,000ぐらいありますけれども、これを検

索できるというサービスを提供しております。 

 支援センターの運用等の業務は、５ページ目を御覧いただけるとありがたいのですが、

下から５行目ぐらいに「電子政府利用支援センターにおける運用等業務の内容」と書いて

ありますけれども、システムの機能、先ほどのサービス、こういったものを御利用するに

当たって、利用者から電話、それから、電子メール、それから、FAX、こういったものでの

お問い合わせに対応するものでございます。 

 それから、対応時間は、６ページの上の方に対応時間を書いています。ｅ－Govの運用セ

ンターは、年間365日、つまり、年末年始も含めて営業しております。これは、後ほど説明

しますけれども、問い合わせの内容の大半が、ｅ－Govの電子申請の受付を、24時間365日

行っていることと関連があります。それから、対応の時間ですけれども、御覧のように、

平日と土日・祝日で異なっていること、それから、１年を３期。繁忙期は５月から７月、

準繁忙期は４月、残りが通常期というふうに３期に分けて、通常期の平日だけ、若干短く

対応時間を設定しているというような状況で、発注をする予定です。 

 なお、この３期に分ける方法は、今回の調達からでして、今どうなっているかと申しま

すと、一律に、つまり、繁忙期だろうが閑散期だろうが問わずに、一律に平日が9:00～19:00

まで、土日・祝日は9:00～17:00とさせていただいています。 

 このように、平日、土日・祝祭日、あるいは期別に対応時間を分けた理由は、これまで

の具体的な問い合わせ件数を24ページに掲載していますが、電話が大体３万件、電子メー

ルが年間１万件、それから、FAXがとても少なくて100件、こういった状況で、電話が75％

ぐらいを占めている現状です。月平均で言うと、2,500件、１日平均にならすと、約90件ぐ

らいです。 

ただ、これらの問い合わせは大きく３つぐらい特性が見られます。１つは問い合わせの

種類。ヘルプデスクですので、いろいろな問い合わせが来ています。パブコメとか、ある

いは行政手続案内とか、対応外になりますけれども、人生相談なんかも来ています。そう

いうことでいろいろな問い合わせが来ていますけれども、その８～９割が電子申請システ

ムの操作方法に関するものです。これはかなり多いです。具体的な数字で申し上げますと、

42,000件中37,000件、これぐらいが電子申請関係です。それから、２番目、季節変動が大
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きいということです。問い合わせは年中同じぐらいあるわけではなくて、４月からだんだ

ん増えていって、６月、そして、７月10日前後に最大値になって、だんだん終息していっ

て、８月以降は大体平年並みで横ばいという傾向です。具体的に数字で申し上げますと、

例えば24年度だと、６月が8,000件、それが７月になりますと、5,608件ということで、平

常時は1,500～2,000件ですけれども、それぐらい、かなり数が多いということです。 

それから、３点目は、問い合わせのほとんどが平日です。しかも、時間で見ますと、大

体金曜の就業時間内9:00～17:00に実際集中しています。ですから、逆に言えば、土日の受

付は、割合でいくと、年間で５％ぐらいということで、とても少ないです。 

こういった特性があるのは、先ほど御紹介したｅ－Govの電子申請システムの関連があ

ります。ｅ－Govの電子申請をちょっと補足的に説明しますと、平成18年度から、ｅ－Gov

で各府省の電子申請を受け付けるようになりました。平成18年度は、まさにこのヘルプデ

スクが立ち上がったときと同じ時期です。今は、警察庁、金融庁、厚生労働省、経産省、

国交省、環境省の６府省の所管に係る手続の電子申請を受け付けております。 

ただ、今、e-Taxが一生懸命宣伝されていますけれども、国税申告、それから、不動産

登記、これは別にシステムがありまして、ｅ－Govでは受付を行っていません。これは理由

を言いますと、長くなりまして、本題ではありませんので、省略させていただきます。 

ｅ－Govの電子申請の受付件数も、86ページに詳しく掲載しておりますが、御覧になる

必要はありません。口頭で申し上げます。23年度が約100万件、24年度が約160万件、25年

度は12月までの累計で既に176万件を突破しまして、1.5倍ぐらいずつ増加をしてきていま

す。実は、この手続のほとんどは何かといいますと、ハローワーク、年金事務所、こうい

ったところに申請をする社会保険、労働保険の手続でございます。 

具体的に手続を申し上げますと、雇用保険被保険者資格取得届、雇用保険被保険者資格

喪失届、それから、「算定基礎」と専門家の方は言いますけれども、健康保険・厚生年金

保険被保険者報酬月額算定基礎届、あるいは、賞与支払届、こういったものとなっていま

す。その申請のピークは、実は６月から７月に集中しています。 

それから、実際のユーザー、申請者は、まさに企業の人事労務担当者であったり、開業

社労士さん、こういった方です。つまり、申請することを仕事としている、あるいは、仕

事の一環とされている方がこのコールセンターに集中しているというような状況がありま

すので、先ほど申し上げましたように、土日が少ないというのはそういうことです。たま

に夜中にやる人もいますけれども、極めてごくまれです。 

それから、支援センターの問い合わせ業務で、現在大きなウェートを占めているのは企

業担当者さん、あるいは社労士さんなどへの問い合わせ対応です。 

それから、本件調達に関して最も重要な「確保されるべき対象業務の質」を説明させて

ください。通しページの８ページです。（2）「確保されるべき対象業務の質」です。 

恐らく先生方の中にも、何らかのサポートデスクに電話をされて、電話がつながらない、

あるいは、せっかくつながったけれども、説明者の対応が分かりにくい、あるいは、不親
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切、そういうストレスをお感じになった方もおられるかと思います。支援センターの役割

を簡単に申し上げますと、そういった電子申請、あるいはパブリックコメントに意見を提

出される際に、ｅ－Govで困ったことがあった場合に、一人でも多くの方の御支援をし、政

府は、今、電子政府の推進ということで進めておりますので、その目的の一環であるとこ

ろの利便性向上を図るということであります。ということで、対象業務の質については、

この目的を達成するために、事業者の創意工夫の発揮にも期待しつつ、４つほど指標を設

定させていただきました。 

冒頭に、情報セキュリティ上の障害件数が０であること。これがありますけれども、個

人情報の漏えいは、基本的に絶対にあってはならないことですので、そこは制限を課した

ことですけれども、それ以外に、サービスレベルとして、応答率、電話平均処理時間、一

次窓口完結率、苦情発生件数、これを指標とさせていただきました。 

その中で、今回、これまでなかったものが、(ｲ)電話平均処理時間、(ｳ)一時窓口完結率。

これが新たに設定した指標でございます。応答率については、電話の総着信数に対して実

際にとった数を設定したところです。これは、通常期の場合月平均90％以上とし、それか

ら、問い合わせが急増する。これは通常よりも2.5倍、３倍ぐらいの電話が殺到しますので、

そこは90％はなかなか厳しいものがあるということで、70％としました。過去の応答率も

26ページに掲載させていただきましたが、おおむね90％は達しています。ただ、この応答

率の算出は、実は応答可能着信数と言いまして、総コール数よりもちょっと甘めに設定し

た分母にしております。簡単に言いますと、IVRというアナウンスがあって、それを聞き終

わってからの件数を分母としているので、少し甘めです。ということで、今回は、総着信

数に分母を変えまして、少し基準を下げたという感じにしております。 

それから、電話平均処理時間は、１件当たり10分以内としました。これも過去の実績を

見ますと、いろいろ相談の内容は多岐にわたっているのでばらつきはあるのですけれども、

おおむね７～８分、10分以内には処理できているということで、こういった状況を踏まえ

て設定をした次第です。極力時間を短くする方が、１人でも多くの困った人に手をさしの

べられるというのがあります。 

それから、一時窓口完結率。これは問い合わせ内容をエスカレーション、各府省に引き

継ぐという作業もあるわけですけれども、これを極力少なくしたいということです。結局、

ユーザーは、そのときに、俺が聞きたいのは今だということがありますので、なるべくそ

のときに対応できるように努力をしてくださいということです。 

これが、なかなかストレートな指標の実績はないのですけれども、参考資料として、26

ページの資料にある当日未完了率を採用しています。これは大体６％台です。それから、

エスカレーションの実績も、詳しいものは資料に載せさせていただいたのですけれども、

大体受付の10％ぐらいがエスカレーションと言いまして、各府省に転送して聞いたり、あ

るいは、各府省から直接答えさせるというふうなことをとっています。ということで、こ

れもそんなに厳しくないのではないかと考えています。 
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それから、苦情発生件数。これは既に指標としてありますので、大体５件未満としてあ

ります。過去においても、大体５～６件程度で推移しているようです。 

以上のとおり４つの指標。これは実際予算額とか、過去の目標と実績、こういったもの

を踏まえて、なるべく業者が参入しやすいように設定させていただいて、当方としては、

適切な水準になっているものと理解しております。 

それから、こういう目標が達成しない場合には、必要な改善を事業者に求め、サービス

レベルの維持向上を図っていこうと考えております。 

それから、契約期間。これは９ページにありますけれども、平成26年８月から30年９月

30日までということで、４年と２か月です。２か月というのは移行期間になりますので、

いろいろな引継ぎの期間ということになります。 

それから、入札参加資格要件は、９ページに記載をさせていただいております。御覧の

とおりです。ここに書いてあるものは、請負事業者として最低限の要件を設定させていた

だいたと考えています。 

それから、入札の手続については11ページ以降ですけれども、12ページのところだけ１

か所コメントをして、私の説明を終わりたいと思います。12ページに評価方法の中で公平

性を担保するという意味で、当省のCIO補佐官がおられますので、CIO補佐官に御意見を聴

きながら、具体的には審査員になっていただくということで、中立性・公平性を担保して

まいりたいと考えております。 

説明は以上になります。よろしくお願いします。 

〇石堂主査 ありがとうございました。 

 それでは、各委員、御意見・御質問等ございましたら、よろしくお願いいたします。 

〇大山専門委員 今回の分離をして、運用業務のところを、コールセンターのところだけ

切り出すという、これは非常にいいやり方というか、これは結構だと思うのですけれども、

ちなみに、総人員というかかっている人数を見ると、24ページを見ると、非常勤の方を入

れても15人です。かかっている今までの従来の額を見ますと、金額的にはかなりですね。

今回切り離すということで、競争性が高まれば、大幅に費用としては下がるのではないか

という期待はできるのですけれども、一方で、そこで質問ですが、総合評価になっていて、

これを見ると、技術点が１対１になっているのはいいですけれども、加点のところがかな

りありますね。ということは、極端なことを言うと、倍近い価格差があっても、技術点で

吸収されてくると。さらに、それを頭に置いた上で、14ページを見ると、今度は再委託の

ところにあって、さすがに全部一括はだめだよと書いてあるけれども、ということは、別

の言い方をすると、かなりの部分は出してしまってもいいという意味にもなると。現行業

者の状況とかいろいろ考えると、彼らのビヘイビアは分かると思うのですが、そこがこれ

を見たときに、まだ有利になってないかという気がするのですよ。 

〇齋藤室長 現行業者がですか。 

〇大山専門委員 ええ。要するに、再委託がもっと厳しければ話は変わるんだけど、ある
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いは、技術点を下げてしまう。そこについてはいろいろ不安があるのは分かるのですけれ

ども、そういった観点での議論はなさったでしょうかという質問なのです。 

 やむを得ない場合は分かるのですけれども、そうでなくても、全部はだめだと言っても、

これだとかなりの部分委託できますね。再委託できますね。 

〇齋藤室長 そうですね。 

〇大山専門委員 応札してくる側の提案書にはいろいろなことを書くのは得意中の得意の

ところもありますので、技術点は結構よくとれて、なおかつ、値段が高くても、やり方と

しては方法があり得るように見えるのですね。それで、その辺、どうお考えですかという

質問です。 

〇當山係長 総務省行政管理局の當山と申します。 

 御指摘いただいた点で、大山先生が御心配される点ももっともかと思うのですけれども、

当方といたしましては、サービスレベルとして高すぎる要求をしているつもりはありませ

んが、利用者の方に御迷惑をおかけすることがないように、ある程度の質は保てるような

サービスレベルを課しています。 

また、先ほど室長からも御説明しましたとおり、電子申請の件数もこれから右肩上がり

で増えていくことが予想されていますが「、その中で、安い金額で請け負うことができて

も求めるサービスを維持できない事業者が落札するリスクは極力避けたいというところは

ございます。 

〇大山専門委員 そこはよく分かるので、いいのですけれども、要は、再委託されている、

今、再委託を認めているから、再委託を受けているところが直接出て来られるような道を

つくると、競争性は当然高まりますね。 

〇齋藤室長 なるほど。確かにそうですね。 

〇大山専門委員 その観点から見たときに、このやり方はどうなのだろうということを質

問させていただいたわけで、決して価格点との関係を、技術点を評価に入れてはいけない

とか、そんなことを言うつもりは全くなくて、最低価格でやれなどということももちろん

ないのですけれども、それは今の回答のとおり、私もそれは納得はするのですが、もうち

ょっと工夫がそこのところにないかなと思ったものですから、言っている趣旨はお分かり

いただけると思いますが、再委託されているところがそのまま表に出て来られるような格

好がとれると、競争性は高まりますね。そのためには、オーバーヘッドだけをとるところ

をできるだけ抑え込んでしまう方法を発注側の意図として出すことが必要で、というふう

に思ったものですから、こんなふうに申し上げています。お考えいただければ結構です。 

〇當山係長 再委託率について、例えば80％以上はだめであるとか制限を設けることで、

先生がおっしゃるような懸念をなくしていく方向での検討を求めているという理解でよろ

しいでしょうか。 

〇大山専門委員 それは１つの方法で、答えの１つだと思います。 

 もう一つは、技術点の配点の仕方をちょっと変える。いろいろなものがあり得ると思い
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ますので、そこのところについては、８割を超えてはだめとかというのは、結構直接的に

効くとは思いますけれども、ぜひ、その辺をお考えいただければと思います。 

〇齋藤室長 分かりました。それを踏まえて修正させていただきます。 

〇井熊副主査 今、大山委員が言われたように、私も、今回の一番大きなポイントは、本

当に競争が起こるかどうかというようなことで、今の再委託と似ているかもしれないので

すけれども、資格などのところを見ると、JVで出てくるようなことが必ずしも前提とした

書き方になっていない。その辺も、もっといろいろな事業者がどこかと組んで柔軟に出て

来れるような形を書いた方がいいかなと思います。 

 それから、この評価案の内容を見ると、結構大変だなと。評価項目がたくさんあって、

これを埋めるとなると結構大変だなということで、入札のスケジュールを見ると、１か月

半ぐらいあることはあるのですけれども、入札公示は５月の上旬で、ゴールデンウィーク

明けなのかなと思うのですけれども、こういうのをもう少し早めるとかいう努力をされて、

新しい参入者が十分体制を検討したり、提案内容を検討したりするというようなことをさ

れた方がいいのかなと思います。 

〇齋藤室長 １点目の話については、当初、この調達に関して、有識者と相談をしたので

すけれども、その中で、規模が小さいし、なかなか共同体形式はないだろうねという話が

ありましたのですけれども、御指摘を踏まえて、こちらとしてもそういうのを想定する形

の書き方はやぶさかではありませんので、その方向で修正をしたいと思います。 

〇當山係長 スケジュールにつきましては、当方といたしましても、引継ぎ期間等が十分

とられていればば参入しやすいと考える事業者がいるのは十分に承知しているところです

ので、そこは事務局の方にも御協力いただいて、なるべく調達スケジュールを短くしてそ

の分引継ぎ期間を確保する方向で考えたいと思います。 

〇石堂主査 現在の業者に有利にならないかという観点で、２点ほどお伺いしたいと思い

ます。 

 １つは、過去の情報開示などでも繰り返し出てくるのですけれども、参加する人が、行

政分野または公共サービス分野における不特定多数の利用者の問い合わせを受ける情報シ

ステムの操作等案内のためのコールセンター云々という要件がかかるのですね。そうする

と、ｅ－Govがそれに該当するというのは、私も素人なりに分かるのですけれども、ほかに

そういうシステムはたくさんあるものなのですか。 

〇齋藤室長 例えばe-Taxとか、あるいは登記とかそういったところのサービスもあります

し、あと、年金ダイヤルとか、多いかどうかはちょっとよく分からないのですけれども、

それなりの実例はあります。 

〇石堂主査 ここが指折り数えるくらいしかなければ、それがやれる業者はそもそも限ら

れてしまうのではないか、その結果、今受注している業者が非常に有利にならないかとい

うのが１つなのですね。 

 もう一つ、過去の情報開示で、今回、分離そのものは、逆に言うと、既存の業者が有利
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になり過ぎないようにというような部分があるのですけれども、この過去情報の開示が、

今までのやり方でやるとこれだけかかっていましたよということにとどまっています。こ

れを見ると、私は分からないけれども、専門の業者は、今度抜ける部分と残る部分がどう

いうふうになって、数字がどのくらいになることが理解できるのか。ここの中には、請負

契約のために費用内訳の開示が受けられないという表現があるのですけれども、これはそ

うなのだろうと思うのですけれども、これは、今私が関心を持っている既存業者が有利に

なり過ぎないようにと考えれば、やはり数字は出してもらうべきなのではないか。これが

国の制度として、例えば財務省の会計課辺りがそういう契約内容で、そういうものを開示

してはいかんということでもあるなら別ですけれども、できれば、現状がどうなっている

のか、細かい数字ではなくてもやらないと、これもまた新規に参入しようという業者にと

っては不利で、既存業者は全部分かっているという世界になってしまわないかなと思うの

で、先ほどのと含めて、この２点を御検討いただけないかなと思います。 

〇齋藤室長 分かりました。 

 １点目、多分専門分野ということで、うちの方でも行政のコールセンターの経験年数を

お示ししたのは、ｅ－Govの所掌の分野から言って、経験が無いとなかなか厳しいかなと思

っていたのですけれども、御指摘のように、数が限られてしまうと、既存事業者が限定さ

れるというのがありますので、その辺は御趣旨を踏まえて、事務局とも相談して、なるべ

く緩和する方向でと思っております。 

 それから、２点目の従来の実施に要した経費に関しては、実は、我々としてもその中身

を非常に知りたいということで、これまでもいろいろコンタクトをとったのですけれども、

現状では、まだ非常に厳しいのですけれども、これについても、再度、中身が出せる範囲

でないかどうかというのを一応当たってはみます。 

〇石堂主査 ぜひ、よろしくお願いしたいと思います。 

〇齋藤室長 ただ、難しいかもしれません。 

〇石堂主査 そこのところは、制度的に、それはだめなんだということなのか、そこだと

思うのですね。 

〇當山係長 制度的にというよりも、実は、今までこの委員会の場だけではなくて、他の

様々な機会にも、実績を出せないかということは事業者に再三お願いしてきていたものの、

それが難しかったという経緯がありました。今回のこの審議の前に、当省CIO補佐官からも

同様の指摘を受けており、当方としてもも、お示しできたほうが参考になることは重々承

知しているのですけれども、どうしても難しいというようなところでございました。 

〇石堂主査 ぜひ御努力いただきたいということにとどまるかと思います。 

 それから、もう一つ、質の確保のところでちょっと気になったのですが、24/109ページ

に出ている実際の問い合わせ対応件数の欄を見ると、電話の問い合わせに対して、メール

の問い合わせが２対１とか、３対２くらいまで伸びてくるわけですね。そうすると、質の

ところが、電話の平均処理時間とか、要するに、メールに対してはどう対応したことを評
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価するのかというのが何も出てないような気がして、これからいよいよメールが増えてい

くのではないかなという気もしますが、どこかありますか。 

〇當山係長 メールが増えているというのは、例えば電子申請を行う際に付与されるの問

合わせ番号の再発行依頼であるとか、メールで受ける照会の特性として、具体的に操作の

内容を聞くとかいう電話での照会とはちょっと違うものの数が多いというような事情がご

ざいます。 

〇石堂主査 メールで来たものに対してはどういう対応をしたものを評価するのかという

のが、質のところに特段表示されてないのではないですかという意味なのですよ。メール

はごくまれですと言うならいいですけれども、実績として、22、23、24と見ても、どんど

ん伸びているほどでもないけれども、相当な分量がメールで来ているのだなということが

読めるデータになっていますから、メールについては、こういう質を確保すべしと。難し

いのですかね。 

〇齋藤室長 これまでの状況を見ていますと、メールの場合には、時間の評価は多少でき

ると思うのですけれども、丁寧に対応をしているので、これまで電話ほど深刻な状況にな

っていないというか、そういう状況があります。それから、当然、メールの着信に当たっ

ては、各府省にも相談をしたりということをしていますので、質的な問題では、それほど

私たちは重きを置いていません。 

〇石堂主査 そうすると、電話で来る質問とメールで来る質問は、質的に違うということ

ですか。 

〇齋藤室長 内容が同じものもありますけれども、メールの場合には、緊急度はそれほど

高くはないので、実際、電話をかけてくるときは、「今エラーになったけれども、どうす

るんだ」とかそんなのが多いので、メールの場合には、もう少し具体的な様式の話とかに

入ります。 

〇石堂主査 ありがとうございました。 

 ほかはいかがでしょうか。 

〇宮崎専門委員 ３点ほどございまして。まず１点目が、通し番号9/109の苦情発生件数で

すけれども、これは請負者が本業務を行うに当たって苦情に発展した問い合わせ件数を１

か月当たり５件未満というサービスレベルを設定されておるのですが、これは過去の実績

としては、どの程度苦情が発生しているのかということと、この５件というのが少し厳し

いように個人的には思うところで、これが参入障壁のような形になっていないかというこ

とと。あと、56/109においては、書きぶりが少し違いまして、こちらにおいては、本業務

遂行に関連して苦情に発展した問い合わせの件数となっていまして、表現が統一された方

がよろしいのかなと。いわゆるシステムがエラーになったことと、オペレーターのヘルプ

デスクのやりとりがよろしくないということの切り分けが、この表現でうまくできるのか

というところがちょっと気になりますというのが１点目です。 

 それから、２点目が、77/109で、先ほど同じようなお話があったのですが、資格要件の
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8.5の①で、取り次ぎ先を15か所以上の複数に及ぶコールセンター、ヘルプデスクの業務経

験があることということで、先ほど、公共施設のヘルプデスク経験だけでも数が限られる

と思われる中で、取り次ぎ先が15か所以上というのを設けると、より一層その数が限られ

るような気がしますので、ここはちょっと検討をいただければと思います。 

 最後に３点目が、90/109で、情報開示ですね。既存業者の方が情報を多く持っておりま

すので、情報の非対称性があると、要は新規参入しづらいという中で、90/109で閲覧対象

の資料を、こういったものを開示できますよということで誓約書を書くことを条件にされ

ているのですが、31/109において、実際にこの業務を行う際の、内部向けFAQと過去の応対

履歴を見て業務するという記載がございますので、90/109にも、内部者向けFAQとか過去の

回答事例を閲覧対象に入れてはいかがという３点でございます。 

〇當山係長 内部向けFAQについては、今、ヘルプデスクシステムに蓄積しているものもあ

り、そもそも閲覧を可能とする方法があるのかどうかというところもありますので、その

方法を検討させていただきます。ただ、この内部向けFAQのデータ自体は、今回、別途調達

するヘルプデスクシステムに移行することにしていますので、現行と別の事業者が受注し

たとしても、これまでのFAQの内容等は利用できる状況になっております。 

〇宮崎専門委員 実際に受注した後見れるのは当然だと思うのですが、応札するかどうか

を検討する際に、この業務量がどの程度あるのかということを恐らく知りたいのだと思う

のですね。その意味で、過去の実際に使っている業務内容を、応札を検討する際の開示資

料に、誓約書を出すことを条件として、見せてあげればよろしいのではないかということ

です。 

〇當山係長 FAQには個人情報ですとか機微な内容も含まれますので、それも踏まえて閲覧

可能かどうかを検討させていただければと思っております。 

〇齋藤室長 ２つ目の御質問ですけれども、苦情発生件数を５件以内という関係ですけれ

ども、これは確かに御指摘のとおり、請負者による本業務の遂行に関連して、だから、シ

ステムエラーになったけれども苦情ということではなくて、対応に誤りがあったりとか、

言葉遣いが悪かったりとか、こういったものがその月で最大でどこかで５件あるのは困り

ますよということで設定させていただいておりますので、その辺は何とかクリアできるの

ではないかと考えているところです。 

 それから、15か所以上の制約ですけれども、これも国の行政機関の数を正直言って挙げ

ました。要は、対象相手がたくさんあるので、そういった経験が必要なのではないかとい

うことだったのですけれども、これも、先ほどの民間のオペレーションなどの経験も踏ま

えれば、ここまではという御指摘なので、この辺については、先ほどの行政分野、公共サ

ービスだけに限らずに、少し間口を広げた書き方にするのと同時に、15という部分も、場

合によっては外して、修正を加えたいと思っています。 

〇當山係長 当方としては、複数機関の取り次ぎができるというノウハウがあればいいと

いう趣旨ですので、そこは数等を限定することなく、例えば「複数の機関」などという記
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載にさせていただければと思っております。 

〇石堂主査 苦情発生件数の５件ですけれども、これは実績から言っても、繁忙期と同じ

で、件数が４倍くらい違うわけですね。 

〇齋藤室長 はい。 

〇石堂主査 それは月平均ではなくて、各月で５件以内というと、繁忙期は結構大変なの

だろうと思うのですね。先ほどの御説明でも、今までも最大５～６件だというようなお話

があったので、そう多くないと思うのですけれども、月の幅がこれだけあって、なおかつ、

どの月も５件だというのは、基準としてちょっと違和感があるなと思うので、また、率で

出すと細かい率になってしまうので、表示方の工夫かもしれませんけれども、年間通じて

月平均５件を上回るなとかそういう表現にすれば、あるいは、もうちょっと件数をふやし

た方がいいのかもしれませんけれども、そういう工夫を。先ほど委員からあったように、

これが変な参入障壁になってしまわないように一工夫していただく必要があるかなという

感じですね。 

〇齋藤室長 分かりました。それを踏まえて、若干、修正をさせていただきます。 

〇関根専門委員 何点かあるのですけれども、まず、苦情発生件数については、26/109で、

「各対象月のうち最も多くの苦情を受けた月の件数を記載」とある中で、５件とか６件と

かになっています。また、「目標・計画」を見ると、月間30件未満となっていますので、

実際に結果としては５件程度なのかと思います。けれども、恐らく皆さんがおっしゃって

いるように、苦情はもっと多いのではというイメージがあるのではないか、私どもが実際

ユーザーとして使うときの感覚からすると、小さな苦情は結構あるのではないかと思いま

す。しかしながら、もしかしたら、数え方の問題があり、何を苦情としているのかによる

のではないか、かなり大きな苦情を苦情として数えているのであれば、確かに月５件とい

うこともあるのかなと思っていますが、その辺りが皆さん疑問に思われるように感じます。

すごく細かい苦情を数えて、それを何件と管理しなければいけないということは特にない

とは思うのですが、多分初めて見る人は、５件は大変だなと思ってしまうと思うので、そ

の辺り誤解がないようにすればよいのかと思っています。 

 それから、先ほども少し出ていましたけれども、行政のこういう処理の経験である必要

があるのかという点です。確かに行政ですと、特殊なところもあるのかもしれませんので、

そうであれば、質の維持のためにある程度絞る必要はあるかとは思いますけれども、通常

ですと、こういう処理は、行政か否かでそれほど違うようには思われないため、経験して

いる業者さんがそれで広がるのであれば、間口を広めてみるというのも一つの方法かと思

っています。実際に応札してきたところで、行政もできそうなというところがあれば採用

するという形もよいのではないかと思っています。 

 それから、もう一つ、先ほどメールの件が出ていましたけれども、通常、電話で問い合

わせる人の方が急いでいて、苦情になったり、質を維持するのが難しかったりすると思い

ますが、メールも実際使われているのかと思います。メールの場合には、例えばメールに
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返答する方法等がある程度定型的に決まっていて、電話ではないですから、10分というこ

とはないでしょうけれども、少なくとも１日で返答するとか、何かそういったものが決め

られていて、それで、余りトラブルがないということなのでしょうか。その辺りがどうい

うふうになっているのかを教えていただければと思います。 

〇當山係長 今のところ、メールについては、何日以内に返すというような特段のルール

は設けていず、常識的に考えて余り遅くならない程度にというところです。メールで来る

問い合わせは、内容的に込み入ったものもあるというふうに承知していますので、そうな

ってきますと、例えばe-Govの運用事業者であるとか、各行政機関などにエスカレーション

する場合も多々ありますので、なかなかそこは期日を決めづらいというのはございます。 

〇関根専門委員 よくあるのは、「お急ぎのときは、お電話ください」と書いてあって、

「メールは少し時間がかかる場合があります」といった形になっており、そういうふうな

対応をされていれば、特に問題はないかとは思います。 

〇齋藤室長 苦情の発生の件ですけれども、確かに厳しいなという印象を受けられると思

うのですけれども、ここは例示するなりして、要は、深刻な苦情というかそういったもの

なので、請負者にも本業務を遂行して苦情、そこの実例みたいなものの例示を追記するこ

とで、少し安心感を与えるというか、こういうことを工夫したいと思っています。 

〇當山係長 定義づけはちょっと難しいかと思いますが、例示する等何らか対応をさせて

いただければと思います。 

〇石堂主査 各委員よろしいでしょうか。 

〇小尾専門委員 前回の入札のときには、ヒアリングには結構参加者がいたみたいなので

すが、実際には１者しか応札してないと。前回、多分どうして入札しなかったのかみたい

な話も聞いたと思うのですけれども、それに対して、今回工夫された点は何かあります。 

〇當山係長 前回の調達の際に、入札説明会には参加したものの入札には至らなかった事

業者に「なぜ入札しなかったのですか」というようなことでしょうか。伝聞ですので定か

ではないのですが、前回の調達時は、もともと入札するつもりがなくて、情報収集目的で

入札説明会に参加されているところもあったと。今回は、なるべく事業者が入札に参加し

ていただけるように、こちらからも、こういうことをやっていますという情報提供等をし

てまいりたいと思っております。 

〇石堂主査 それでは、いろいろ御議論ございましたけれども、本実施要項（案）につき

ましては、各委員から、かなり参入障壁になりそうな要素について指摘があって、それに

ついては、私の判断ですけれども、総務省さんとしても御理解いただいて、柔軟に対応し

ていただけるという感触があったかと思いますので、本実施要項（案）について、必要な

修正を行って、事務局を通じて、各委員に確認した後、意見募集をするようにお願いした

いという線で行きたいと思います。 

 総務省さんにおかれましては、本日の審議や意見募集の結果を踏まえて、引き続き御検

討いただきたいと思います。 
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 また、委員の各先生方におかれましても、本日の質問できなかった事項、確認したいこ

と等ございましたら、事務局にお寄せくださいますようお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

（総務省退室、国際交流基金入室） 

〇石堂主査 続きまして、独立行政法人国際交流基金の「JF-NET運用管理支援等業務」の

実施要項（案）の審議を始めたいと思います。 

 最初に、実施要項（案）について、独立行政法人国際交流基金総務部総務課の高須課長

より御説明をお願いしたいと思います。なお、説明は15分程度でお願いしたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

〇高須課長 よろしくお願いいたします。総務課長の高須と申します。システム管理室長

も兼任しております。 

 今回の入札の概要について、まず冒頭簡単に、国際交流基金の概要を説明させていただ

いて、その上で、今回のものがその中でどういった位置を占めているかということで、ざ

っと概況などを説明させていただき、その後、担当の中道から補足という形で詳細を述べ

させていただきます。 

 まず国際交流基金でございますが、これは外務省の所管の独立行政法人でございまして、

もともとは1972年に特殊法人として設立されましたが、2003年に独法化されました。文化

外交、特に国際文化交流を総合的に担うという役割を担っておりまして、事業としては、

政府の出資金を運用資金、民間の出えん金もございますけれども、それで運用をしている

運用益と運営費交付金合わせまして、年間で、今年度で言いますと、約175億円を、事業、

その他ということで使っております。 

 事業の内容ですけれども、大きく分けまして３つございまして。１つが海外の日本語教

育の振興、それから、もう一つが文化・芸術交流、３つ目が日本研究と知的交流の促進と

いうことで、この３本柱で、海外に拠点を21か国22か所持ちまして、それから、国内は、

本部のほかに、２つの日本語の国際センターがございまして、それから、日本語の試験セ

ンターと京都支部がございますので、大体５つくらいの拠点でもって事業を展開しており

ます。 

 今回の入札は、その業務を行う上での特に国内の５か所本部を含む拠点の職員が活用し

ている執務用のコンピュータのネットワークの情報基盤ということで、JF-NETというシス

テムのネットワークを持っておりまして、このJF-NETの運用管理支援の業務ということに

なります。JF-NETは4つの系統に分かれておりまして、システムの構成としては、まず第１

にオフィスオートメーション系、本当に執務をするためのものでございますね。それから、

財務・会計システム、それと、事業情報システム、業務フローとか事業実績になるわけで

すが、それと、公開系、ウエブサイトですけれども、外に対しての広報をする公開系とい

う、この４つのシステムからなっているのがJF-NETでございます。 

 これの規模といたしましては、大体ユーザーが600名、サーバは150台ぐらいございまし
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て。これは今申した５つの拠点のほかに、４つのデータセンターを持っておりまして、都

合９か所でもってサーバを管理しております。端末はユーザーに見合う形で600台程度にな

っておりまして。これについては、別紙４に組織図がございまして、この中に海外拠点も

書いてございますけれども、それの上のところに、今御説明申し上げた部分のそのユーザ

ーがいるところがこういった構成になっておりまして、それぞれで今の３部門の事業と、

それにかかわる官房、管理部門ということになっておりますので、この辺りがそのユーザ

ーということで対象になります。こういった規模のJF-NETのシステムの運用管理支援業務

を行うものを入札するものでございます。 

 簡単に、その入札の概要について説明させていただきますと、実施要項の４ページにな

りますけれども、２と書いてある業務の内容についてということで、果たすべき機能とし

てア、イとある、イのところですが、ここにあるＡ～Ｅがその業務としての果たすべき機

能になりまして、これについて、今度、６ページになりますけれども、エに書いてある運

用管理支援業務の内容ということで、実際にどういった作業に当たるのかということが10

項目、２ページにわたって書かれております。 

 これについて最もよい業者を選ぶというために、この民間競争入札実施をさせていただ

くということで御指導いただいているわけで、実は、このJF-NETの運用管理については、

これまでも一般競争入札によって、民間業者の参入をしてもらってきております。今回は、

その中で、今申し上げた業務内容として、幾つかこれまでのものを分離いたしまして、そ

うすることによって、より多くの民間業者からの参入を得て、一層のサービスの向上に努

めたいと思っているものでございます。 

 補足、詳細については、中道から説明させていただきます。 

〇中道課長代理 それでは、補足説明をさせていただきます。実施要項（案）に従った形

で補足説明をさせていただければと思います。 

 ４ページの「JF-NET運用管理支援業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべ

き質に関する事項」で、今、室長から説明がありましたとおり、ここに記載のイの項目で、

業務内容の概要を記載させていただいております。この中で、運用サービスと運用支援サ

ービスという形で分けて書いておるのですが、大きく言いまして、運用サービスの方は、

自ら主体となって、最後完結のところまで取り組むことを基本的には目的として委託実施

するサービスになります。ただ、そうは言いましても、セキュリティの問題等、自らでは

全てのシステムを構築・導入しているわけではございませんので、その部分については、

実施業者別の保守業者との協力のもとで作業を実施する部分もあろうかと思って想定して

おります。運用支援サービスの方は、ほかに保守業者等々がおりまして、そこと共同して

作業の実施に当たったり、作業を側面から支援することを想定しております。実際、運用

支援サービスの方は、どちらかというと典型的にはベンダーコントロールと呼ばれている

保守業者をいかにスケジュールどおりに働いていただくかというところがメインになろう

かと思っております。 
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 規模は、高須室長から説明があったとおりです。データセンターは当然のことながら当

方が所有しているものではなくて、ラックを借りているものになりまして、このデータセ

ンターもデータセンターで、別途入札により３～４年ぐらいのタームで大体引越を行って

いて、この新たな調達の期間においても、恐らく何件かは引越が発生するものであろうと

思います。 

JF-NET運用管理支援業務の内容については、そこに記載の定常業務ＡからＪまでの項目

を、そのまま委託実施してきております。 

次の「確保されるべき対象業務の質」で、従来ももちろん質を求めてきているところで

はありますが、今回、民間競争入札の実施に当たって、これを明記するような形で進めて

いければというふうには思っております。とりわけ、そのうちのイの「サービスデスクへ

の再照会比率」とウの「ユーザーの利用満足度」については、過去において特に統計等々

はとっておりませんが、とっていない以上、確保というよりは、まず、どの辺りに自分た

ちがそのレベルにいるのかというのを確認するところから始まるのが現実かとは思います

けれども、その現状を踏まえて、３年契約を想定しておりますので、年々上げていけるよ

うにというふうになれば、質の向上も図りやすくなるのではないかと思っております。 

「サービスデスクへの再照会比率」については、当方にとっては新しく設ける項目でも

あるのですけれども、基本的には、サービスデスクで一度完了したと思えるインシデント

があったにもかかわらず、同じ方から再照会を受けることが、時間のロスにつながります

ので、基本的にはないにこしたことはないというのがありまして、そこの部分をまず指標

として置いてみようと思っております。典型例としてこちらが想定するのは、例えばアカ

ウント処理の要求があったときに、処理を済ませて、ユーザーに処理の案内はしたのです

けれども、実際、それでログインしてみたら入れませんという問い合わせが例えば来ると

いうようなのが典型例として想定しております。 

「ユーザーの利用満足度」についても新しく始めるものですが、基本的には、これはユ

ーザーに対してアンケート方式によって、年１回利用満足度を測り、スコア化することに

よって年々点数を上げていっていただくような、そういう指標にできればと思っておりま

す。 

「セキュリティ上の重大障害件数」「システム上の重大障害件数」については、両方と

も０件を目指して取り組んでいっていただくというふうに思っております。 

続きまして、「実施期間に関する事項」で、本件の契約期間は、26年10月から29年９月

30日までを想定しております。10月始まりにしておりますのは、一番の眼目としては、イ

ンシデント件数とも関係するのですが、当法人は３月、４月のとりわけアカウント処理で

すけれども、人事異動に基づく件数がかなり増えて、そこはどうしても多忙を極めるので、

そのときに業者交代を極力避けたいという意図がありまして。独立行政法人の契約期間に

関するフレキシビリティーを生かすような形で複数年契約かつ年度途中で切り換わるよう

な設定にしております。 
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続きまして、４番の「入札参加資格に関する事項」ですが、特徴としては、ほかの類似

案件も同じだとは思うのですけれども、項番（10）において、ITIL Foundationの合格者ま

たはこれと同等のスキル保持者であることを求めております。これは業界標準ではないか

と思っております。 

項番（12）で、いわゆる共同事業体の参加を可能としている事項になりますが、このう

ち途中で、入札書類提出までに共同事業体を構成し、代表者については、項番⑴から⑾ま

で全ての要件を満たしていることとあるのですが、その他の構成員について、⑷を除いて

全てを満たすようにというふうにと、ここでは記載をしてしまっているのですが、改めて

見直しまして、ここは⑴から⑶までと⑸から⑺まで、最後⑾まで、⑻⑼⑽については、よ

く考えますと、ここの部分を持っていないからこそ単独で業務を行えないことが通常であ

ろうかと思いますので、代表構成員が持っていれば、あとは、その構成員がその責任の範

囲において共同体を組んで応札していただくことによって、競争参加者の裾野を増やせる

のではないかというふうに、この部分については訂正させていただければと思っておりま

す。 

「入札に参加する者の募集に関する事項」については、基本的に、そこに記載のとおり

です。 

ページを繰っていきますと、評価基準についても、基本的には、この業務を実施するに

当たって記載してある事項をそのままこちらでも使わさせていただいております。 

11ページの項番７、従来の実施状況に関する情報の開示については、別紙のとおりであ

ります。別紙の中で、１点だけ補足説明をさせていただきたいところが、別紙２、通し番

号で23ページになります。登録インシデント件数の部分について補足説明をさせていただ

きます。 

登録インシデント件数の中で、下の方に、作業提供延べ人数を記載してある部分があり

まして。平成23年度のみ、４月、５月が極端に低くなっております。これは、実施状況の

経費のところでも記載させていただいているのですが、23年３月に東日本大震災がござい

まして、常時３名のうち２名が体調を崩されてしまって、実質１名になった時期がござい

ます。その後、突然のことでしたので、受注業者としても、人のやりくりを急ぎやってい

ただいたのですけれども、引継ぎも何もない状態で、人だけが充てられているという状態

が６月以降しばらく続きましたので、経費については、そこについて協議をして低く抑え

たという経緯があるのですが、件数カウントから言うと、４月、５月については、23年度、

24年度、25年度、作業日数ほど差はないと、数字上はそういうふうに見えるのですけれど

も、同じくここにも記載があるのですが、平成23年度は12月まで新規要求受付を０件と記

載してあるのは、実は、わざと０件でいいという対応にしてもらいました。これは協議の

上で、こなさなければいけないことを優先的にこなしてくれという形で対応を求めました。

実際、一番時間のかかる新規要求受付、調査系をやっていただかなかったことにより、作

業延べ人数も基本的には４月、５月については１人で何とか乗り切れる作業量の中で抑え
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たというふうな経緯が背景にはございます。 

以上が、別紙２の補足説明になります。 

もう一度通し番号11ページに戻っていただくと、８の基金で使用していただける財産に

関する事項、ページをめくっていただいて、９の国際交流基金に対して報告すべき事項等々、

さらに、めくっていただいて、通し番号16ページの責任に関する事項については、基本的

に、他の例と特に変更している部分はございません。 

通し番号17ページ、評価に関する事項としては、調査項目及び実施方法については、確

保すべき質に対応させる形で記載させていただいております。 

国際交流基金も、今までは内部の人間、システム管理室長がCIO補佐を兼任していたの

ですが、昨年の11月より外部有識者をCIO補佐として委嘱させていただいておりますので、

外部有識者であるCIO補佐の意見も聞きながら、評価に関する調査報告をさせていただけれ

ばと思っております。 

最後、その他の項目については、基本的には、そこに記載のあるとおりでございます。 

以上、補足説明とさせていただきます。 

〇石堂主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明に対しまして、委員から意見等がございましたら、よろし

くお願いいたします。 

〇井熊副主査 基本的にいろいろ検討をされているかなと思うのですけれども、１点、総

合評価にしない理由をお聞かせいただきたいのです。 

〇中道課長代理 総合評価方式の場合の評価基準の問題が、こちらとしては一番悩ましい

ところであります。評価基準は、もちろん総合評価方式を立てられるときにいろいろ検討

されるものだと思うのですが、実は、先ほど室長の説明の中にありましたように、本件は、

過去もう既に入札を何回か行っておりまして、入札を行ったのが平成17年度からになりま

すので、ほぼ８年ぐらい経過しております。業務の内容としては、ほとんど固まりつつあ

りますので、その意味で言うと、価格競争一本で行った方が、むしろ競争を促せるのでは

ないかと。その中でそのスキルに応じた創意工夫を求めた方が、客観的な意味での競争に

なり得るのではないかというのが１点としてございます。 

 ２点目、総合評価方式ではなかったのですが、かつて、提案書かつプレゼンテーション

方式を採用したことがございます。実態としては、これは経験をそのままお伝えすること

になるのですが、プレゼンテーション時は非常にいい内容のプレゼンテーションを行って

いただいたというのが実際です。たまたまそこが落札もされて、業務にとりかかられたと

いうのがあるのですけれども、実態としてギャップが生じたときに、そのギャップを埋め

る方向には実は働いていただけなかったということが現実にございまして。それであれば、

最低レベルを確保した上で、それから、アドオンでプラスできる部分がもしあるのであれ

ば、それをやっていく方が現実的ではないかというふうに、実は、今度で入札６回目にな

りますので、試行錯誤しているのは事実ですので、今回余りうまくいかなければ、また、
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総合評価方式を採用するかもしれませんが、今回は、その形で最低価格方式というふうに

させていただきました。 

〇石堂主査 私から２点ほどですけれども、システムの評価のところで、再照会比率を出

すのがちょっと目につくのですけれども、これはシステム的に何件あったということが自

動的に確定できるわけではないですね。具体的におっしゃられた事例からいけば、受託事

業者自身がこういう件数がありましたということをカウントして挙げていく。そうすると、

件数が多いと不利ですね。そうすると、業者の側はなるたけ挙げたくないですね。その辺

はどんなふうに考えておられるのですか。 

〇中道課長代理 おっしゃることはごもっともだと思っております。その場合に、基本的

にはインシデント管理を業者側でどのように行っているかというところが最終的にはみそ

になるかと思います。そのインシデント管理の途中経過をどのように残すかというところ

だとは思っております。 

 基本的に、落札業者にインシデント管理については、管理方法を最初に伺うことになり

ますが、そこの段階で、どこまで時系列的にきちんと落とし込んでいるかというところが

一番のポイントになろうかと思っております。その意味で言うと、毎月の月次報告できち

んとチェックしなければならないというのは、そのとおりですけれども、それ以外にも、

実際はヘルプデスク、サービスデスクが一元的に窓口になっていつつもですけれども、実

際のところは、職員ベースで、アンケートとも関係するのかもしれないですけれども、「う

まくいかないことが多々あるのですよね」という声を拾ったり、あるいは、日本式の大部

屋形式で当然やっておりますので、横で聞いていて分かる部分とかも現実にございまして。

そこの部分はどのようにやっていけば絶対なくせるかという問題というよりも、どれだけ

信頼を置いて、正直にやってくださっているかというところを最初見るのだと思っており

ます。一番最初に大事なのは、０にすることを求めていないというのをはっきりと伝える

ことだと思っております。その心は、要するに、あるがままから始めないと、質の改善は

図れないと思っていますので、あるがままというのは、正直に書くということなので、そ

こを最初に確保していただけるような協議をしていければと思っております。 

〇石堂主査 おっしゃることはよく分かるのですけれども、実際にこれを指標として何件

あったということをとらまえて評価すると思うのですね。そうすると、その何件あったか

ということをいわば発注側が確定するのにえらい作業量がかかるというのは、何かちょっ

とまずいような気がするのですよ。ですから、業務日誌を克明に読んで、これは該当する

かしないかを誰かが一生懸命見て、今月は結局は13件だとか、この月は５件でいいだとか

というそういうことで初めて使える指標は結構難儀ではないかなという気がするものです

からね。この業務の中でこういうことがしばしば起きては困るということで、いい指標な

のだなとは思うのですけれども、効率性との関連でいったときに、どういうふうにうまく

機能するものかというのをちょっと御検討いただいた方がいいのかなという感じがいたし

ます。 
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 それから、もう一点、過去の情報の開示で、先ほどるる御説明いただきました23/71の件

数と作業人数の関係ですね。これは先ほど御説明されたような、各年度の特殊な事故があ

ったから、数字がこういうふうになっていること自体はここの中に書かれてないような気

がするのですね。そうすると、これは本来、過去の情報開示するのは、過去の業務をやっ

た人は知っているわけで、新たに入ってきた人がこの数字から何を読みとれるかというと

きに、この数字だけ出したのでは、新しく入ってくる人は、何でこの数字がこうなのかな

ということが分からないのではないかという気がするのですね。だから、それはこういう

特殊事情があったから、ここはこうだとか、それで、もしできるならば、典型的な件数と

延べ人数の対比が利くのはこの辺ですというようなことでもいいでしょうし、ともかくこ

こからしっかりしたものを読みとれるような資料に構成していただく必要があるのではな

いかと思います。 

 あとは、各委員いかがですか。 

〇宮崎専門委員 余り本筋ではなくて、細かいところで恐縮ですが、同じく23/71で、上の

登録インシデント件数は、恐らく発生した件数だと思うのですが、下段の作業人日数は、

恐らく３名ぐらいの方が従事された延べ日数だと思いますので、下段の表に（件）とつけ

ていらっしゃるのですが、これがちょっと紛らわしいというか、何か誤解を与えるように

思われますので、取られるか、（日）とされるか、（人日）としていただいた方がよろし

いかと思います。 

〇中道課長代理 御指摘ありがとうございます。ケアレスミスでございます。取らさせて

いただきます。 

〇関根専門委員 先ほどの再照会比率の件に関連して、毎月10％未満というのは、今まで

も何かデータ等をとって10％というのを考えられたのでしょうか。10%が多いのか少ないの

かがよく分からなかったので、教えていただきたいのです。 

〇中道課長代理 私が参考にさせていただいたのは、財務省での指標一覧がありまして、

財務省の個別具体的なシステム運用はちょっと覚えてないのですけれども、そこに再照会

比率というのが出ておりまして、そこは15％だったのですね。システムごとに多分その比

率も何となくあるのだろうとは思うのですけれども、あとは、正直なところ、感覚ベース

で、一つの指標として15％という数字を見つけまして、自らの組織に当てはめたときに、

10人に１人もう一度通報するというふうになるのはという、感覚的と言われるとそれまで

なのですけれども、先ほど申し上げましたとおり、まだ採用したことのない指標ですので、

実際、これが多いのか少ないのかも正直分からないところではあります。なので、質とし

ては、改善目標というよりは、まずは現実目標として何％なのかを知りたいところ。ただ、

10％、10人に１人そういうことがあったら、それはそれで、確かにユーザー満足度も下が

るのではないかというようなところから、10％という数字を採用させていただいた次第で

す。 

〇石堂主査 そういう意味でいくと、業者さんの方も、見た瞬間に恐ろしい数字に見える
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のか。要するに、業者さんの方も初めて見るし、そうすると、これは質にばちっと書いて

しまうと、出てきづらくなるのではないですか。評価の中のどこかに掲げて、要するに、

この程度を目標にして頑張ってくれと書くならいいけれども、10％は質ですよと、これが

守れなかったらだめですよと書いてしまうと、お互いに新しい指標で、出している方も実

は10％が適切かどうか分からないのですという中でやるには、ちょっとリスクが高過ぎる

ような気がします。10％未満にしてくださいと言う以上は、出す側がそれに根拠を持って

いなければならなくて、これを守ってくれないと困るのです、だけど、実際は出している

側は、10％が高いか低いか本当は自信ないですと言うのでは、よく分からないですね。 

〇高須課長 御指摘を受けとめて、検討をさせていただきます。ありがとうございます。 

〇石堂主査 あと、いかがですか。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、本実施要項（案）につきましては、今の点、ちょっと残ったような気もいた

しますので、本日の審議を踏まえまして、要項（案）について必要な修正を行っていただ

きまして、事務局を通して、各委員が確認した後に、意見募集を行うようにお願いいたし

たいと思います。 

 国際交流基金におかれましては、本日の審議や意見募集の結果を踏まえて、引き続き御

検討いただきますようお願いいたします。 

 また、各委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項、確認したい事項

がございましたら、事務局にお寄せいただきますようお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

（国際交流基金退室、国立科学博物館入室） 

〇石堂主査 それでは、続きまして、独立行政法人国立科学博物館の「業務システムにか

かるサーバ機器等賃貸借・保守及び運用支援業務」の実施要項（案）の審議を始めたいと

思います。 

 最初に、実施要項（案）について、独立行政法人国立科学博物館広報・常設展示課池本

課長より御説明をお願いしたいと思います。なお、説明は15分程度でよろしくお願いした

いと思います。 

〇池本課長 それでは、国立科学博物館広報・常設展示課の池本です。本日はよろしくお

願いいたします。 

 当館は、自然史・科学技術史に関する研究、ナショナルコレクションの構築、展示、学

習支援活動を通しての科学リテラシーの向上に関する業務等を実施しております。当館で

は、平成21年度に、国立科学博物館の施設管理運営業務に民間競争入札を導入し、民間事

業者の創意工夫を生かす形で業務運営を行っておるところでございます。 

 今回、新たに電子計算機システムの賃貸借・保守についても、民間競争入札を導入する

ことといたしております。当館の事務用電子計算機システムの賃貸借・保守業務につきま

しては、平成24年７月20日に閣議決定されました「公共サービス改革基本方針」において、
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民間競争入札を実施することとし、その契約期間が平成26年12月からの４年間とされたと

ころでございます。この基本方針に基づきまして、本日、実施要項（案）を作成いたしま

したので、よろしくお願いいたします。 

 なお、今回の業務の名称につきましては、基本方針の文言とは異なりまして、「業務シ

ステムにかかるサーバ機器等賃貸借・保守及び運用支援業務」としております。これにつ

きましては、現在の契約から、クライアントパソコンやプリンターの賃貸借を除き、賃貸

借についてはサーバ機器等のみとさせていただいたことによるものでございます。その理

由につきましては、クライアントパソコンやプリンターについては普及品であることから、

別途調達することで、１つはクライアントパソコン等のリースについて競争性が高まるこ

とが期待できることと、もう一つについては、本調達におきましても、現在はメーカーの

関連企業が落札しているところでございますが、このクライアントパソコン等の調達と分

離することで、また、競争性が高まることが期待できるということによるものでございま

す。 

 それでは、次に、実施要項（案）の詳細に移りたいと思いますが、詳細については、担

当をしております濱田から説明をさせていただきます。 

〇濱田室長 濱田でございます。よろしくお願いします。 

 基本方針に基づき実施要項（案）を作成するに当たりましては、民間競争入札というこ

とで、競争性を高めるということ、それから、民間事業者の創意工夫を生かしていくとい

うことを念頭に置きまして、作成をいたしてございます。 

 それでは、お手元の資料ですけれども、ページを追って、主なポイントについて説明さ

せていただきます。 

 通しページの４ページの（３）「本件業務の内容」がございますけれども、業務内容の

概略を記載してございます。ただいま池本から説明がございましたように、業務の範囲は、

サーバ機器等賃貸借、それから、サーバ機器等に搭載するソフトウェアの調達、それらの

保守、それから、職員が使用するクライアント端末等を含めた当館ネットワークに接続す

る機器等の運用支援をお願いしたいと思ってございます。 

 電子計算機システムの賃貸借・保守、前々回の８年前は２者が参加したと。前回４年前

の入札では、入札説明会に12者が来たのですけれども、参加したのは１者ということもご

ざいまして、ここは競争性を高めるということで、クライアントパソコン、プリンター等

の調達は分離したところでございます。 

 それから、５ページの（４）で「本件業務の実施に当たり確保されるべき質」でござい

ます。幾つか挙げてございますけれども、システムの稼働率については、97％以上とさせ

ていただいてございます。これまで、予定外で停止したことはほぼございませんけれども、

ほかの事例等も見つつ、最低限のレベルということで、97％に設定してございます。 

 それから、運用支援業務にかかる利用者満足度調査については、実は、これまで満足度

調査を行ってきてございませんでしたが、これについても、民間競争入札に関する他機関
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の実施要項等を参考にいたしまして、民間事業者が最低限満たすべきレベルというところ

で、75点を設定させていただいてございます。 

 「セキュリティ上の重大障害件数」。データの喪失や長期に運用できない状況などの重

大障害件数は０という形にさせていただいております。 

 （６）の「支払い方法」につきましては、月ごとという形で設定してございます。 

 それから、３「実施期間に関する事項」ということですけれども、基本方針にあります

とおり、平成26年12月から４年間ということにしてございます。６ページに図式化してご

ざいますけれども、契約期間が始まるまでに引継ぎ、それから、サーバ機器等の設置、デ

ータの移行を完了していただいて、12月から本契約による賃貸借・保守、運用支援のこの

業務を開始していただくことにしてございます。 

 ７ページですけれども、「入札参加資格に関する事項」を記載させていただいておりま

す。おおむね一般的なものということを記載させていただいておりますけれども、(4)にお

いて、ISO9001（品質マネジメントシステムに関すること）、それから、ISO27001（情報セ

キュリティマネジメント）、それから、プライバシーマークを取得していることを、参加

資格として入れさせていただいております。 

 それから、実は現在やっています契約については、当然、博物館ならではの標本資料、

データベースの運用管理とか、データベースを含む一般の方々へのウエブでの提供という

観点から、従来は、都道府県立博物館での運用管理の実績を求めてございましたけれども、

これについては、今回は削除いたしました。これによって競争性はある程度拡大していく

だろうと思ってございます。 

 それから、５番「入札に参加する者の募集に関する事項」のスケジュールですけれども、

入札公告が４月下旬という形で実施していきたい。ページをめくっていただきまして、入

札書の提出期限を６月の中旬という形で設定しました。それから、開札、それから、暴力

団排除の手続等もございますので、契約の締結は８月上旬という形でスケジュールを考え

てございます。12月からの業務開始ですけれども、サーバ機器等の賃貸借もございますの

で、４か月ほど期間を確保することにいたしてございます。 

 それから、（２）の「入札書類」。「提案書等」ということで、参加される事業者さん

に出していただこうということで、ネットワーク機器、サーバの機器についての提案、そ

れから、それを証明する書類。それから、「別添２ 総合評価基準書」に示した評価項目

についての具体的な提案とそれを証明する書類を出していただくことにしてございます。 

これを出していただきまして、次のページの６番という形になりますけれども、落札者

決定に関する事項ということで、評価を行っていくことになります。 

「評価方法」については、総合評価方式で、価格点と技術点の比率は１対１の加算方式

としてございます。 

次の10ページに、当館の価格点の算出式を記載してあります。その下に、技術点の算出

式を記載してございます。技術点については、総合評価基準書に基づきということになり

25 

 



ますけれども、この実施要項（案）の一番最後55ページを見ていただければと思います。

55ページに提案書の評価項目と配点ということで挙げさせていただいてございます。技術

点については、基礎点を10点、加点を990点という形にしてございますけれども、全体の点

数の割合としては、55ページの表の大項目を見ていただければと思いますけれども、「全

般」という項目で計100点、それから、「セキュリティ」の項目で100点、サーバ機器等の

「ハードウェア」で100点、それから、メール、その他のウエブ等の機能を達成するソフト

の部分で400点を出してございます。それから、「保守・運用・移行」、一番最後ですけれ

ども、300点というような割合で点数を配点をいたしまして、これに応じて提案書を評価し

ていくということを考えてございます。 

元に戻っていただきまして、通し番号の10ページの途中でございましたけれども、落札

者の決定については、入札価格は予定価格の範囲内と、それから、総合評価点が最も高い

ものを落札者とすることとしてございます。 

11ページ目以降については、標準的な記載そのままとしてございますので、割愛させて

いただきまして、23ページに、「従来の実施状況に関する情報の開示」を入れさせていた

だいてございます。１番「従来の実施に要した経費」ですけれども、経費については、表

の中の数値については、現在の契約による金額を入れてございます。ただ、この金額は、

下に注記事項を入れさせていただきましたが、その４行目にありますように、現請負契約

は、今回の調達対象のサーバ等の賃貸借等に加え、クライアントパソコン、プリンター、

スキャナーの賃貸借等も含んだものという形で、その額が入っていますということを入れ

させていただいています。ただ、これでは入札に参加される事業者の方の十分な参考にな

らないのではないかということで、さらに、下の※のところですけれども、現請負契約の

うち、今回の調達範囲外であるクライアントパソコン、プリンター、スキャナーの賃貸借

に要した額を除いた額は次のとおりですということで、一応１年度当たりの金額ですけれ

ども、役務で約2,670万、賃貸借等で1,492万ということで、こちらの方は具体的な参考に

なる数値ということになるかなと思ってございます。 

それから、下の２番「従来の実施に要した人員」で、技術担当者１、常駐スタッフ１と

いうことで入れさせていただいてございます。業務の繁閑の状況としては、４月が繁忙期

であるということを書かせていただいてございますけれども、めくっていただいて22ペー

ジに、具体的に月ごとに、運用支援の方でどれぐらいの件数が発生しているのかというこ

とを書かせていただいてございます。 

以上、実施要項（案）の主なポイントとなります。以下は割愛させていただきたいと思

います。ありがとうございます。 

〇石堂主査 御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明につきまして、各委員、御意見・御質問等ございましたら、

よろしくお願いします。 

〇大山専門委員 ちょっとまだ分からないので質問をさせていただきますが、13ページの
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「既存情報の移行」のところですけれども、ここに書いてあるグループウェアサーバ内の

ユーザー情報とか、ネットワーク上に設けられた共有スペースの話等が書いてあるのです

けれども、通常、普通にコンピュータを知っている人が扱えば問題ない範囲で限定されて

いるのかどうか、それが分からなくて、そこに不安があるかなと思ったのですけれども、

そこについては、内容の確認をさせていただきたいと思います。 

〇菅主任 今おっしゃられているのは、大きなページ番号で44ページ、仕様書の13ページ

ですか。 

〇大山専門委員 ごめんなさい。44/56ページの2-3-2です。 

〇菅主任 「既存情報の移行」のところですが、基本的には、知識のある業者さんであれ

ば移行できる範囲に限っています。というのは、（エ）のところで、WEBコンテンツ及びデ

ータベースと注意書きをしてありまして、当館で運用をしているWEBサーバ上に載っている

コンテンツですね。そちらはいろいろな仕組みが複雑であったりとか、お客様に対してサ

ービスを提供する上で、いろいろな仕組みをつくっていますので、そういうものについて

は、ただ移行すればよいというところにとどめてありまして、移行後の動作確認等は、ま

た、別で行うようにしています。それ以外の部分については、十分やっていただけるもの

と考えています。 

〇大山専門委員 御存じのとおり、一般的には、このデータ移行のところで、前の業者が

有利になるのは多々あるお話で、そこについて、例えば前の業者は協力しなければならな

いというようなことを、今、契約が済んでいるかどうかとか、あるいは、発注側がそこに

対する間をとって、次に入ってくる人に対する不利にならないような対応をとっていると

いうのがしっかりしていないと、応札しようとするところは、現行業者に聞きに行ってし

まってというよくあるパターンなので、そこに対する工夫をちゃんと十分なさっていただ

いているでしょうかというのが心配で、この文章を見ると、ぱっとそういうふうに読みと

れなくて、ただやれと書いてあるので、これは時間切れで結局やらないとか、応札しない

ところが結構出てきてしまう可能性があるなという、そういう心配をしています。したが

って、そこに対する何かメッセージとして明確なものがあれば、非常にありがたいのです

けれども、対策を何か打てますか。 

〇菅主任 この仕様書の最後のところで、現行のサーバの状態と、何をどこに移せばいい

かというのは割と詳しくは説明を入れてあるつもりではいます。ただ、現在の契約上では、

移行を現業者が手助けをするというのは入れてはなかったと思います。 

〇大山専門委員 そうすると、次の考えられているところへいっているのもあります。 

〇濱田室長 今、16ページに引継ぎの項目を入れてございます。16ページのスの「請負業

務の引継ぎ」で、現行請負者からの引継ぎについては、当館事務引継ぎが円滑に実施され

るように、現行、それから、新たに入られるところに協力を行うというような形、それか

ら、これは今のところにお願いするしかない部分はあるのですけれども、実際には、ちょ

っと協力してよということをお願いをするということはさせていただかないと、それはう
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ちの責務としてはあるかなと思ってございます。 

〇大山専門委員 そこを２つ切り分けておいた方がいいと思います。通常の業務としての

マニュアルを含めたシステムの保守に関することを私は今心配しているのではなくて、シ

ステムを移行するときの話は、必ず障壁になるのですね。したがって、そこのところにつ

いて大丈夫かどうかというのを十分に、応札する側が不安にならないような手を打たれる

ことが大事ではないかなと。ざっと見ると、難しくはなさそうなのだけれども、でも、そ

こをかなり確認しないと、検討できないと思うのですね。そこのところをぜひお考えいた

だければと思います。 

〇石堂主査 今の議論の中で、次回のときには、今度契約する業者に引継ぎのことをきち

んと契約上も守らせるということはできるけれども、今回はそれが書いてないということ

であれば、要項なり、仕様書なりにいわば博物館の方が責任を持って、業者にやれること

に限界はあるでしょうけれども、その引継ぎについて適宜指導していくというようなこと

を入れて、新しく参加する業者が一定のものは得られるなという感触が得られるようにす

るくらいが限度かなとも思いますが、いずれにしても、そのこと自体が新規の業者が入っ

てくることの障壁にならないように、博物館の方として、きちんと責任を持って何か書き

込むという感じでやっていただくことかなと思います。 

〇井熊副主査 私も移行のところが気になったのは、一番最後の評価の項目で、移行の点

数が何か高いなという感じがするのと、博物館業務全般にかかわるシステムだということ

を踏まえると、何か特殊なノウハウがあるような表現になっていて、今の御説明はちょっ

と齟齬を来しているなと。だから、あくまでも移行に関しては、点数もこんなに要らない

のではないかなと思うし、普通の移行ができればいいのだというような表現にされた方が

いいなと思います。 

〇石堂主査 今の新規業者が不利にならないようにということで、過去情報の開示につい

ても、今度、業務内容が変わるということがこの金額のところはある程度分かりましたけ

れども、せっかくいただいた※の注のところも、例えば「現請負のうち、今回の調達範囲

外であるクライアントパソコン、プリンター、スキャナーの賃貸借等に要した額を除いた

額は次のとおりである」となっているのですね。そうすると、ここに書いてあるクライア

ントパソコン、プリンター、スキャナーの賃貸借は、上の表でいけば、「機器・回線等料」

ではないかと思うけれども、「役務」のところでも、若干数字の差が出てくると。もうち

ょっと親切な開示の方がいいような気がするなと思うのです。 

〇濱田室長 分かりました。クライアントパソコンのリース部分についての保守の役務が

若干載ってございまして、そこもちょっと検討をさせていただきます。 

〇石堂主査 お願いします。 

 それから、要項でちょっと気になったのが、46/56ですね。運用支援スタッフに関する項

目とか、先ほども出ました56/56の評価のところにも「十分な資質を備えていること」とい

うような表現でふわっと書いてある部分があるのですね。これは、普通は、資格要件なん
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かは、国家資格であれ何であれ、一定のこういう資格のある人、資格を書いてあると、そ

れは誰かがきちんと評価したものだということになるのですけれども、ここで、「十分な

資質」というような書き方をすると、十分な資質を評価する責任は博物館が負うことにな

るのですね。それで大丈夫なのかなと。もちろん博物館が博物館の仕事をしてもらうのだ

から、自分たちがこれでいいだろうと思えばいいという気もするのですけれども、何かも

うちょっとこういう資格、こういう能力ということがもうちょっときちんと書き込んだ方

がいいような気がするのですが、そこはいかがですか。 

〇濱田室長 スタッフにどこまで求めるのか。それから、この支援体制まで含めて、その

受注者の本社の方まで含めた体制という形で求めるのかということで、特に運用支援スタ

ッフにどこまで資格を求めるかというのは、実はちょっと中でも議論をしたところでござ

いまして。例えば運用支援スタッフにそこまで高いものは求めなくてもいいのかもしれな

いなと。そういうことを含めて、全般的に、後ろの支援体制まで含めて提案いただいて、

それを評価できればと思ってはいたところではございます。 

〇石堂主査 あと、実務的な細かい話ですけれども、アンケートですね。単にグッドのパ

ーセンテージだけでなく、回収率も書いていただいたのは、これはアンケートをとる上で

の重要な点ではあると思うのですけれども、実際に受託した事業者のアンケートを回収す

るやり方から言って、これは業者に頑張って集めろ、努力次第だというふうに簡単に割り

切れるのかどうかということが、ちょっと気になったのですけれどもね。要するに、回収

率が79％だと、こんなアンケートの結果は受け付けないという話になるわけですね。しか

し、このシステムを使うのはみんな職員ですから、職員が協力しないと80％行かないかな

という気がしますが、そこは余り大した問題ではないのかもしれないけれども、職員の皆

さんが素直に応じて出してくれるのか。業者に80％集められなければだめなのですよとい

うことを義務づけることにいわば合理性があるかということなのです。 

〇濱田室長 確かに、そこまで事業者の責にするのは、ちょっとどうかなと今思う部分が

ありますので、ちょっとそこの部分、書き方を検討させてください。 

〇石堂主査 そういう意味では、アンケートの回収については、博物館も協力するのだと

いうことを、説明会でも何でもどこかの場面で言うとか、書くとか、何かやってあげた方

がいいような。例えば来場したお客さまに配ったアンケートを回収するというのは、業者

に頑張ってもらうしかないという気がするのですけれども、相手が職員ですから、ちょっ

と御配慮いただければなと思います。 

〇小尾専門委員 37/56ページから、「サーバ構成要件」がずっと書かれているのですけれ

ども、多分、これは記述として少し分かりづらいような気がしていて、基本的に、これは

VMを使って構築してくださいということを想定して書かれていると思うのですけれども、

例えば一番最初のところにずっと書いてあって、「また、サーバ資源を共有している場合、

要件を満たしてないものと判定する場合があるので、十分留意すること」と書いてあるの

ですけれども、これが一体何を示しているのか、ちょっとよく分からなかったり、VMを使
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っているからサーバ資源を共有していると思うのですけれども、でも、これは何か違う意

図で使っているのかなとかというのを思ったり、あと、それぞれのサーバがこう書いてあ

るのですけれども、これは基本的には、ハードウェアは何らかの仮想ソフトが動くプラッ

トフォームが幾つかあって、その上で、例えばDNSサーバとかがVMの上で動いていることを

想定しているはずなので、VMの上で動くDNSサーバが必要とするVMの要件を書いていただか

ないと。これだと、例えばインターフェースで、LANインターフェースが２個以上と言って

も、VMですから、そもそもVMに２個以上ってどういうことかというふうに、物理的にイン

ターフェースがないわけですね。だから、多分これはプラットフォームの方を指している

のだと思うのですけれども、そこら辺の書き方がちょっと分かりづらいのではないかなと

思いますので、例えば、書くとしたら、CPUコアが２コア以上相当になるとか、メインメモ

リが２GB以上、DNSサーバを動かすVMでは、２GB以上確保できることとか、40GBのハードデ

ィスクの容量が確保できることとかということと、それとは別に、例えば、VMを動かす機

器の必要要件として、これだけのものが必要だというふうな書き方をされた方が分かりや

すいのではないかというふうには思いますので、ぜひ、修正を検討していただきたいなと

思います。 

 基本的には、私が今言ったことで合っているのでしょうか。 

〇菅主任 そうですね。 

〇小尾専門委員 それと、先ほどちょっと大山先生も言った移行の話になるのですが、こ

こで想定しているいろいろなデータベースとか、WEBアプリケーションとかは、多分今つく

られていて、それを移行させることになると思いますので、そういうものの仕様書みたい

なものがもしあるのであれば、開示してあげないと、どういうものを用意して提供すれば

いいのかというのが余りクリアにならないかなと思いますので、そこら辺も。これだけち

ょっと見ると、いわゆる情報提供のための何か資料、どういうものを情報提供しますとい

う資料がないように見えるので、そこも御検討いただければと思います。 

〇濱田室長 ８ページに、非常に総論的な形なので、もう少し詳しく書いた方がいいのか

もしれないのですけれども、各サービスの設計書等については、参加予定の者から要望が

あった場合には、「機密保持誓約書」を交わした上で、見ていただくということが、8/56

ページの上から６行目ぐらいのところに入れさせてございます。ちょっと補足です。これ

では分かりづらいかと思いますので、いずれにしても、書きぶりは修正させていただきま

す。 

〇石堂主査 よろしいですか。 

 それでは、本実施要項（案）の審議は、これまでとさせていただきます。 

 事務局から何かございますか。 

〇事務局 特段ございません。 

〇石堂主査 それでは、委員から幾つか御指摘もございましたので、本実施要項（案）に

ついては、本日の審議を踏まえ、本実施要項（案）についての必要な修正を行い、事務局
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を通して、各委員が確認した後に、意見募集を行うようにお願いしたいと思います。 

 国立科学博物館におかれまして、本日の審議や意見募集の結果を踏まえて、引き続き御

検討をいただきたいと思います。 

 また、各委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項等ございましたら、

事務局にお寄せくださいますようお願いいたします。 

 どうも、本日はありがとうございました。 

（国立科学博物館退室、農林水産省入室） 

〇石堂主査 それでは、続きまして、農林水産省の「政府米の販売等業務」の実施要項（案）

の審議を始めたいと思います。 

 最初に、実施要項（案）について、農林水産省農産部貿易業務課折原課長より御説明を

お願いしたいと思います。なお、説明は15分程度でお願いしたいと思います。よろしくお

願いします。 

〇折原課長 農林水産省の生産局貿易業務課長の折原でございます。本日はよろしくお願

いいたします。 

 まず冒頭で、私から、26年度の受託事業体の選定に当たっての主な見直し内容を申し上

げまして、詳しくは担当から説明していきたいと思っております。 

 私どもは、22年度から政府所有米穀の販売、保管、運送等の一連の業務を包括的に民間

委託したところですけれども、23年度からは、契約の透明性、業務の質の確保の観点から、

公共サービス改革法に基づく民間競争入札のスキームに則りまして、本委員会において御

審議いただいた上で実施しているところでございます。おかげをもちまして、それぞれの

年度において複数の受託事業体と契約を締結することができました。また、昨年12月には、

26年度に契約する受託事業体の選定に当たっての見直しの方向について、御相談させてい

ただきました際には、貴重な御意見、御示唆をいただきましたことを御礼申し上げます。 

 26年度の政府所有米穀の販売等業務については、民間委託に移行してから４年を経過し、

見直しが必要な課題が生じてまいりました。12月の小委員会の際にいただいた御指摘を踏

まえまして、この課題を改善するための主要な見直しを行い、さらに、本業務を円滑かつ

適正に実施してまいりたいと考えております。 

 お配りの資料の一番最後のページに、資料Ｄ－４という一枚紙がございますけれども、

これを見ながら、簡単に御説明したいと思います。 

 具体的な見直しの内容としては、大きく２点ございます。 

 １点目は、落札者の決定方法の見直しでございます。これは、これまでの販売手数料の

みによる競争を見直しして、保管経費についても競争の対象とするということでございま

す。また、これまで入札参加者が定額単価による収入を見込んでいた物品管理手数料につ

いては、販売手数料と同単価という形で競争原理を導入したいと考えております。 

 なお、先般、運送経費についても競争の対象とすることについて検討すべきという御意

見をいただいたところですけれども、運送経費については、前提とする業務量、運送数量
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とか、運送時期、運送距離、こういったものが変動するということのため、入札参加者が

入札価格の算定が難しいといった技術的側面もあるということに加えまして、ほかの経費

を競争対象とした場合における品質管理体制の確保の検証も必要なことから、まずは、保

管経費を競争対象として、応札動向等の検証をしていきたいと考えております。 

 ２点目は、入札参加資格の明確化でございます。本業務の一部を受託事業体が第三者に

委託する場合について、国から支払われる委託費の透明性を確保するという観点から、取

扱予定数量の50％を超える業務を委託する場合、委託先との支配関係がないこと、いわゆ

るグループ企業でないことを、これまで入札参加資格要件として位置づけてきたところで

すけれども、先般の御指摘を踏まえまして、再委託先以降を含めて、支配関係がないこと

を要件とする旨、実施要項（案）に明記したいと考えております。 

 その他、表現の整理など、所要の修正を行っておりますけれども、受託事業体の業務内

容そのものを変更することはございません。 

 本日は、これから詳細な内容について、担当から説明させていただきますので、よろし

く御審議くださるようお願いします。 

〇佐久間課長補佐 続きまして、実施要項の資料に沿いまして、私からそれぞれの項目に

従って御説明していきたいと思います。 

 まず実施要項は分厚い資料ですが、通しページが振ってございます。通しページの４ペ

ージを御覧いただきたいと思います。 

 通しページの４ページの下の４の「委託費の支払方法」に１つの見直し点がございます。

先ほど申し上げたように、⑵「委託費の内訳」ですが、①「販売手数料」は、今までも競

争にしていた部分ですが、これは引き続き入札単価での支払いということになります。 

 続きまして、ページかわりまして５ページの②、③の部分が今回の見直しでございます。

先ほどの説明にあったとおり、物品管理手数料は、販売手数料、いわゆる競争で応札して

くる単価と同価を支払うことになります。これまでは定額での支払いをしておりました部

分でございます。 

 そして、今回の見直しでございます。③「保管経費」。いわゆる保管料でございます。

予算の相当の部分を占めておりますが、これについても入札に付するということでござい

ますので、経費支払いについても、入札において落札した単価を用いまして支払うという

ことでございます。 

④のその他の経費については、引き続き、ここは定額、契約書に明記した額による支払

いを行うという案となっております。 

引き続きまして、通しページの６でございます。ここの下の⑼の部分は、先ほど説明に

あった再委託、再々委託との関係を明記しております。いわゆる保管運送等業務を再委託

する場合、数量または金額で50％を超える場合には、その再委託先、及び、さらに再々委

託する場合もございますので、それも含めて受託事業体との関係に特定支配関係、いわゆ

る親子関係ではないということを要件にしております。 
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この場合、似たような形として、ジョイントベンチャーによる受託事業体の参画も認め

ております。したがいまして、この両者の違いを簡単に御説明申し上げますと、ジョイン

トベンチャーであれば、例えば２者がジョイントベンチャーになった場合、それは両方受

託事業体ということになりますので、当然、ジョイントベンチャーになれば、手数料、い

わゆる入札による応札の収入だけはジョイントベンチャーに入ると。再委託、再々委託の

場合は、これは受託事業体本体ではございませんので、途中での手数料は基本的に役所で

決めるものではない、いわゆる入札の対象とするものではないということでございます。

したがいまして、透明性を確保するという意味からしますと、農水省としては、ジョイン

トベンチャーの参加は望ましいとも考えておりますが、その場合、競争に参加する企業数

がやや制限的要素になるということもございますので、再委託の場合は、親子関係につい

て一定の規制を設けることによって透明性の確保をした上で、競争企業数の確保を図ると

いうような趣旨でございます。 

続きまして、通し番号の11ページでございます。今申し上げたような見直しを踏まえて、

実際にどのような計算式でもって受託事業体を選ぶのかということでございまして、第５

の２に、実際の落札者の決定に当たっての方法の算式がございます。算式でちょっと御説

明いたします。参加者が札を入れるときに書く数字は二通りございます。まず保管経費。

これを円／期、いわゆる10日間当たりの保管料をトン当たりの入札単価を書いていただい

て、掛ける20万と。これは実際に保管する数量はやってみないと分からない部分がござい

ますが、先日の御指摘にもあったとおり、ある程度の前提を置こうということでございま

す。20万トンは、今の我々の備蓄米の運営上、毎年20万トン買い入れることを前提にして

いますので、20万トン。これは大体５年間ぐらい保管いたしますので、期いわゆる10日間

に直すと174期ぐらいになると。それに受託事業体が大体３者選びますので、それを３で割

ったもので、保管経費にかかる金額を算出する。それで、もう一つの要因である販売手数

料に20万トンを掛け算する。これは外国産米ですね。毎年輸入するものですが、輸入した

ものは20万トン売り切っていただくということを前提にしておりますので、これも前提と

して用いられる数字として20万トンを掛け算して、合計した額が最も小さい者から選んで

いこうということでございます。 

この部分で補足説明をいたします。まず、国内産の販売を前提に置かない理由について

御説明したいと思います。実は、国内産については、我々、備蓄米は、不作が生じた場合

は販売するということにしています。したがって、果たして５年間の間に不作は来るのか

来ないのか、こういったものを見通すのは非常に困難であるということがございます。そ

れから、いざ不作となっても、その数量がどの程度だとか、あるいは、その需要地がどこ

になるかということもなかなか見通すことが困難ということがございます。 

そういった中で、機械的に想定して数字を埋めた場合、政府からこれだけ国産備蓄米が

販売されるのが前提になっているというようなことが、ややもすると、国内の関係業者に

誤った指標として世の中に出てしまうということもございまして、販売については、20万
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トンを売り切っていただくことが明確に言える外国産米を使っているというようなことで

ございます。したがって、MA米、外国産ルートの販売についても、これはまずプロセスと

して、受託事業体が、我々は20万トンお預かりしたものをこうやって売っていきますとい

う販売計画を農林水産省に案として出した上で、我々がその妥当性、いわゆる政策との整

合性を勘案して承認するというプロセスを業務所掌上位置づけております。 

そういったことによりまして、的確な販売を行っていただくとともに、的確な前提を置

いた上で、受託事業体を決定していこうというようなことで、こういった計算式を立てて

いるということでございます。 

次は14ページでございます。本業務に係る調査、報告でございまして。受託事業体が、

こういった我々の契約に基づいた業務をしっかりやっていただくということで、我々は報

告調書をとったり、調査をしたりというようなことを措置しようというものでございます。 

15ページの⑶の部分がポイントでございまして。今回、保管業務を競争にするというよ

うなことで、我々実は一番懸念していたものとして、競争にさらされた結果、あってはい

けないことだと思っておりますが、品質管理がおろそかになってしまうというようなこと

だけはどうしても避けなければいけないと考えておりまして。その場合、農林水産省が実

際に倉庫とかに赴いて、地方農政局がその履行状況をチェックすると。これは当然今まで

もやっていたことではございますが、今回の実施要項にあえて明記をしたということでご

ざいます。 

以上が、主な見直し内容でございますが、先ほど折原からあったように、運送業務につ

いて競争対象とすることを検討してはどうかという御指摘を先般いただいたところですが、

先ほど申し上げたとおり、まず保管経費を競争にするということで、実際の履行状況が適

切に行われるかどうか、実際の応札状況はどうなるかという検証がまずは必要ではないか

と考えております。 

運送について、補足して御説明申し上げますと、先ほど申し上げた競争に当たっての前

提条件として、運送がどこからどこまで、どのくらいの数量を運ぶのかという前提を非常

に置きづらいという技術的側面がございます。そういたしますと、仮に競争とした場合、

応札者は恐らく自分が勝手にイメージしたような前提で応札してくることが想定されるの

ですが、ふたを開けてみて、想定外の運送が発生した場合、ややもするとコスト割れとな

ってしまって、品質管理がおろそかになる運送が行われてしまうという懸念もございまし

て。また、ちょっと技術的な話ですが、運送の場合、保管と違って、実地調査を行うのは

非常に難しゅうございます。保管管理であれば、倉庫業者に赴いて、温・湿度管理のチェ

ックとか、その辺の確認は大丈夫なのですが、運送そのものは実際高速道路をトラックが

走るというような現場でございますので、なかなか役所によるチェックも難しいというよ

うなこともありまして、今般の見直しでは、まず保管経費からの競争ということで検討を

しているというところでございます。 

そのほか、いろいろ見え消しで赤くなっている部分、語句の修正とか、そういったもの
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も今回しておりますが、大きな見直し点ということでは、以上でございます。御審議をよ

ろしくお願いいたします。 

〇石堂主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明内容について、御意見等を委員からお願いいたします。 

〇井熊副主査 御説明ありがとうございました。 

 今の大きく２つの変更のポイントということで、保管経費を入れたのは、大きな前進と

思いますが、やはり経費である以上、確かに違いはありますけれども、保管経費と運送経

費に決定的な違いがあるようには私は思えないなと。運送経費においても、例えば契約書

をチェックするとか、やり方はあるわけでありまして。その意味において、今回、保管経

費をとりあえずはやってみるといった場合の、運送経費を違うんだということで切り捨て

ることではなく、仮に、保管経費だけでやったとしても、今後、その対象に入れるように

いろいろ検討されるとか、そういうような姿勢は必要かなと思います。 

 それから、50％のところに関しては、これは、民間的に読むと、取引数量の50％を超え

なければ、関係先に出していいのだと読めてしまうのではないかなと。多分、民間はそう

読むのではないかなという感じがするのですが、そうであれば、特定の関係先に関しては、

数量にかかわらず再委託をしてはいかんというぐらいのはっきりした姿勢、そうでなかっ

たら、JVだったら認めているのだったら、そこに入ったらいいのではないかというような

ことをされた方がよろしいのではないかなと思います。 

 以上です。 

〇石堂主査 いかがでしょうか。 

〇佐久間課長補佐 保管経費と運送経費については、先ほどこちらから御説明したとおり、

当然、運送経費については、アンタッチャブルと考えているわけではございませんで、検

証の期間をいただきたいということでございますので、運送経費についても当然対象とす

ることを視野に入れた上での我々この業務の履行状況をチェックしていきたいと考えてい

ます。 

 再委託のところは、ここは50％というところで、仮に、40、30、20、10とか、程度の問

題はございますが、全く認めないということにした場合、ちょっと我々が気になるのは、

競争阻害要因になりかねないかという点もございます。したがいまして、実際に札を入れ

てくださる方々が、仕事を頼む上に当たって、仮に、全くの資本関係とか親子関係を排除

した場合、果たして、なり手がいなくなってしまわないかどうかの検証も必要かと思いま

すので、この点、引き続き、業界の実態を検証した上で考えていきたいと思います。 

〇宮崎専門委員 今の点ですけれども、再委託、再々委託に関しては、公サ法３条の支配

関係を50％超に関しては排除しましょうというような形で、透明性確保というのをこの仕

様の中では設けられていると思うのですね。 

他方で、MA米の販売をどう行っていくのかということに関しては、32ページになりまし

て、政府所有米を受託事業者が一旦買い受けた後に、これをどう売るかということに関し
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ては、販売にかかる見積合わせを済ませた上で、買い受け予定者に販売していくという形

で、第１の１のなお書きで、「受託事業体は、政府所有米穀を買い受けることはできない」

と。こちらの方には、公サ法３条の特定支配関係を有する者は除外を入れてないのですね。

ですけれども、見積合わせという手続はこちらでは要求されていると。ですから、何が言

いたいかというと、見積合わせをした書類をこの仕様書の中に、見積書等の販売先選定過

程に関する書類をしっかり保管しなさいという義務を仕様書に書き込むと、15ページで、

農水省は、業務仕様書に定める保存義務のある書類の検査をできますとなっていますので、

ですから、要は、正しくプロセスを経て業者を決めましたという方で保全を図れば、必ず

しもグループ会社を全部排除しなくてもいいのだろうなと思います。より安いところをち

ゃんと選びましたと。ですから、プロセスで保全するのか、あるいは、グループ会社を一

律に排除するのかと。そこはMA米の販売の方では、プロセスの方で保全しようとする書き

ぶりになっており、再々委託に関しては、グループ会社だから排除するというふうになっ

ていて、どちらでなければならないということもないとは思うのですが、そこをうまく工

夫していただくと、逆に、見積合わせをしっかりやって、見積合わせをした販売先選定過

程とか、再々委託先選定過程の決定書類の保存義務を課すと。それを15ページで、農水省

は検査できますよという形であれば、おっしゃるように、必ずしもグループ会社を全部排

除する必要はないというやり方もあるのかなというふうには思うのですが、ただ、プロセ

スを検証できるというものをなしにした上で、グループ会社を半分無条件に入れるという

のも、また、いかがなものかなと思いますので、そのバランスをちょっと検討いただいて、

いずれにしろ、見積合わせをやったかやってないかが分からないということにならないよ

うに工夫していただければと思います。 

〇石堂主査 いかがでしょうか。 

〇佐久間課長補佐 いわゆる受託事業体が再委託先をどうやって選ぶかということについ

てですけれども、まず再委託先については、我々の承認行為が必要になりますので、その

際に、「なぜ、あなたはこの人に再委託をするのですか」ということはしっかり我々当該

者から調査を行いたいと思います。 

 販売人につきましても、見積合わせということで、実はここに事細かには書いてござい

ませんが、受託事業体が見積合わせを行う際に、当然ながら、我々ほぼ共同作業のように、

そこは行っております。したがって、我々のあずかり知らないところで、受託事業体がお

客さんを選んでどうこうということは行えないようなシステムにしております。なので、

そこのところは、今後もきっちりそういった透明性とか妥当性は検証していきたいと思い

ます。 

〇宮崎専門委員 そうであれば、そのような形でしかできないということが、新しく参加

する、応募する事業者さんに分かるように、32ページの中で表現していただけるとよろし

いのではないかと思います。 

〇石堂主査 外国産米の関係で、月別の年間販売計画を業者が策定して、局長の承認を得
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るという表現が出てくるし、33ページにも、変更したいときにも、また承認だと書いてあ

るのですね。御説明の中では、政府の政策的なものをちゃんと取り込んであるか見るのだ

ということになっているのですけれども、そうすると、実際に業者が計画を出してくる前

に、政府としてはこういう方針だからねということを、業者の方にはどういうふうに伝わ

るのかなと。そうすると、それに反する計画を上げてくるものはないだろうと。そうする

と、基本的に業者が上げてきたものは、土俵から足が出ていないかさえ見れば、基本的に

は承認だということなのかなと。その辺があんまりはっきりしないような印象を受けるの

ですけれども、そこはどうなのですか。 

〇佐久間課長補佐 主査御指摘のとおりでございまして、おっしゃるとおり、我々、政策

というのをまずマクロな需給計画は、これは基本指針と呼んでいるものを三半期別に農林

水産大臣が策定いたします。したがって、その需給計画を我々実行部隊が受託事業体とい

うツールを通じて販売していくことになりますので、当然、それに整合性ある形を求める

ということでございます。そこの表現がちょっと分かりづらいということであれば、そこ

は検討させていただきます。 

〇石堂主査 その際、業者の方から見れば、出した後に、ここはだめだと言われるのはお

もしろくないでしょうし、あらかじめそういう政府方針が示されるのだということを要項

なりにきちんと書き込んでいただいた方がいいかなと思うのですけれども、それはそうい

う理解でよろしいですか。 

〇佐久間課長補佐 趣旨としては、当然、我々の政策を彼らに守ってもらうということで

すので、そこがはっきりしないということであれば、書き方を検討したいと思います。 

〇石堂主査 それから、今回、運送経費について御説明の上で、どのくらいかかるかなか

なか難しいという御説明が出てくるのですけれども、これはトータルとして、資料Ｄ－４

に74億円と書いてありますけれども、これは各年度の予算と決算を見たときに、運送経費

の予算に対して、決算は相当下回っている、あるいは、ほぼとんとんだ、足りないときも

あった、その辺はいかがですか。 

〇佐久間課長補佐 正直、そこは下回る年も当然ございますし、あと、とんとんというよ

りも、結局、我々予算を組むときに、競争の前提とできないという状況なので、予算につ

いても、そこは不足しないように積算をするということでございます。 

〇石堂主査 そうすると、我々12月に聞いた説明のとき以来、結局は、全部競争原理が機

能するように考えていただく方向で御検討いただいていると思います。今回は運送経費を

外したということですけれども、これを入れようとするときに、どういう工夫をすればい

いのだろうかということは、継続的に検討していただくという理解でよろしいのですね。 

〇佐久間課長補佐 運送経費についても、当然、引き続き検討するということでございま

す。 

〇石堂主査 あと、いかがですか。よろしいですか。 

 それでは、本実施要項（案）の審議は、これまでとさせていただきます。 
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 事務局から何かございますか。 

〇事務局 本日は２点の仕様書の修正点があったと思うのですけれども、１点目が、年度

販売計画の部分に、政府の政策を加味した計画をつくるように明記するという部分でござ

いまして。２点目につきましては、外国産米の販売のところにございますけれども、生産

局と共同で見積合わせを実施するという旨を記載するという部分でございます。 

 以上の部分について、修正をして、委員の先生方に御確認いただいた上で、パブリック

コメントにかけるということでよろしいでしょうか。 

〇佐久間課長補佐 共同と言うと、私の説明が共同というふうに聞こえたかもしれません

けれども、我々が同時にチェックをする体制を持つということです。あくまで受託事業体

で。共同作業と言うと、ニュアンスが少し違います。 

〇事務局 実情を踏まえて、しっかりきちんとチェックするということですね。 

〇佐久間課長補佐 そういうことです。 

〇石堂主査 それでは、本実施要項（案）につきましては、今後実施される予定の意見募

集の結果を、後日入札監理小委員会で確認した上で議了とする方向で進めたいと思います。 

 農林水産省さんにおかれましては、本日の審議や意見募集の結果を踏まえて、引き続き

御検討いただくようにお願いいたします。 

 また、各委員におかれましては、本日質問できなかった事項等がございましたら、事務

局にお寄せいただきますようにお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 
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